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宮 代 町 一 般 会 計 予 算
（　附　　予　算　説　明　書　）

令　和　８　年　度





令 和 ８ 年 度 宮 代 町 一 般 会 計 予 算 
 
 
 
 令和８年度宮代町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６，５５２，０００千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 
（継続費） 
第２条 地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、

「第２表 継続費」による。 
（債務負担行為） 
第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 
（地方債） 
第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の 
目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

（一時借入金） 
第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

７００，０００千円と定める。 
（歳出予算の流用） 
第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
 
  令和８年２月１８日提出 
 
                      宮代町長  新  井  康  之 

−　1　−



−　2　−



−　3　−



−　4　−



−　5　−



（単位：千円）

款 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額項

1,967,462

2,299,713

588,363

令和８年度

令和９年度

令和１０年度

第　 ２　 表 　　　継　　　　 　続 　　　　　費

4,855,53810教育費
小 中 学 校
適正配置事業

1教育総務費

−　6　−



（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

融資機関が農業者に対し融資し 
た場合において、「宮代町農業
近代化資金利子補給要綱」に基
づき利子補給することとなる額

2,000

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
に お け る 選 挙 公 報
ポスティング業務委託契約

令 和 ９ 年 度 800

第　 ３ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為

令 和 ８ 年 度 か ら

返 済 の 年 度 ま で

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補 助

（ 令 和 ８ 年 度 融 資 分 ）

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
に お け る ポ ス タ ー 掲 示 場
設 置 撤 去 業 務 委 託 契 約

令 和 ９ 年 度 700

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
に お け る 投 票 事 務 従 事 者
派 遣 業 務 委 託 契 約

令 和 ９ 年 度

−　7　−



（単位：千円）

限   度   額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
又は による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

第　 ４　 表 　　　地　　　　 　方 　　　　　債

起　債　の　目　的

О Ａ 管 理 事 業

学 童 保 育 所
設 備 整 備 事 業

福祉医療センター
改 修 事 業

4,700

31,900

同      上

8

9

2,700

6

7

3

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金 融 機 構
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては当該見
直 し 後 の 利
率 ）

保 育 所 設 備
整 備 事 業

同      上 同      上

庁 舎 等 改 修 事 業１

4

5

4,600

2
庁 用 自 動 車
更 新 事 業

5,400

35,800
学 童 保 育 所
整 備 事 業

新 し い 村
改 修 事 業

11,200

204,900

5,400河 川 浚 渫 等 事 業

−　8　−



（単位：千円）

限   度   額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
又は による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

第　 ４　 表 　　　地　　　　 　方 　　　　　債

起　債　の　目　的

О Ａ 管 理 事 業

学 童 保 育 所
設 備 整 備 事 業

福祉医療センター
改 修 事 業

4,700

31,900

同      上

8

9

2,700

6

7

3

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金 融 機 構
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては当該見
直 し 後 の 利
率 ）

保 育 所 設 備
整 備 事 業

同      上 同      上

庁 舎 等 改 修 事 業１

4

5

4,600

2
庁 用 自 動 車
更 新 事 業

5,400

35,800
学 童 保 育 所
整 備 事 業

新 し い 村
改 修 事 業

11,200

204,900

5,400河 川 浚 渫 等 事 業

（単位：千円）

限   度   額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
又は による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同     上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

27,000

11
農 業 生 産 基 盤
整 備 事 業

16
橋 り ょ う
整 備 事 業

65,300

15
橋 り ょ う 維 持
管 理 事 業

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金 融 機 構
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては当該見
直 し 後 の 利
率 ）

東 武 動 物 公 園 駅
東 口 整 備 事 業

207,900

須 賀 小 学 校
再 整 備 事 業

23,000

18

農 業 用 施 設
改 修 事 業

10

1,372,500

17

起　債　の　目　的

12

13
都 市 計 画 道 路
整 備 事 業

109,300

道 路 舗 装
修 繕 事 業

67,100

14
町 道 整 備
改 修 事 業

137,700

17,800

−　9　−



（単位：千円）

限   度   額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
又は による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

計 3,114,500

総 合 運 動 公 園
改 修 事 業

111,100

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金 融 機 構
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては当該見
直 し 後 の 利
率 ）

23
給 食 セ ン タ ー
設 備 改 修 事 業

77,600

4,90019

21
中 学 校 施 設
改 修 事 業

558,800

22

27,900

起　債　の　目　的

Ｉ Ｃ Ｔ 教 育
推 進 事 業

20
小 学 校 施 設
改 修 事 業

−　10　−



令　和　８　年　度

宮代町一般会計予算に関する説明書 





（単位：千円）

限   度   額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法

政府資金につい
ては、その融資
条件により、銀
行その他の場合
にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するもの
又は による。ただし、

証 券 発 行 町財政の都合に
より据置期間及
び償還期限を短
縮し、又は繰上
償還もしくは低
利に借換えする
ことができる。

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

同      上 同      上 同      上

計 3,114,500

総 合 運 動 公 園
改 修 事 業

111,100

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金 融 機 構
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては当該見
直 し 後 の 利
率 ）

23
給 食 セ ン タ ー
設 備 改 修 事 業

77,600

4,90019

21
中 学 校 施 設
改 修 事 業

558,800

22

27,900

起　債　の　目　的

Ｉ Ｃ Ｔ 教 育
推 進 事 業

20
小 学 校 施 設
改 修 事 業
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （　）内は、短時間勤務職員または会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

町長等 3 23,700 10,722 34,422 6,923 41,345

議　員 13 35,832 15,968 51,800 8,722 60,522

その他 424 26,968 26,968 26,968

計 440 62,800 23,700 26,690 113,190 15,645 128,835

町長等 3 23,700 10,524 34,224 6,905 41,129

その他 790 42,773 42,773 42,773

議　員 14 38,447 16,944 55,391 10,153 65,544

計 807 81,220 23,700 27,468 132,388 17,058 149,446

町長等 0 0 198 198 18 216

△15,805

議　員 △１ △2,615 △976 △3,591 △ 1,431 △ 5,022

14,504 84,661

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(214)

233

(213)

229

区　　分 管理職手当等 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

本年度 28,545 40,225 15,606 9,882 18,580

前年度 24,813 47,273 14,238 10,516 12,062

比　　　較 3,732 △ 7,048 1,368 △ 634 6,518

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 特殊勤務手当

7,438 △ 1,188 0

45

45

本年度 39,909 235,642 195,009 0

前年度 46,439 226,940 187,571 1,188

比　　　較 △ 6,530 8,702

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計

本年度 257,674 895,691 583,443 1,736,808 322,328 2,059,136

備　　考

本
年
度

前
年
度

比

較

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

計 △367 △18,420 0 △778 △19,198 △1,413 △20,611

その他 △366 △15,805 △15,805

前年度 237,015 858,551 571,085 1,666,651 307,824 1,974,475

比　　較 20,659 37,140 12,358 70,157
(1)

4

一般会計

−　226　−



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （　）内は、短時間勤務職員または会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間

　 当たりの通常の勤務時間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

町長等 3 23,700 10,722 34,422 6,923 41,345

議　員 13 35,832 15,968 51,800 8,722 60,522

その他 424 26,968 26,968 26,968

計 440 62,800 23,700 26,690 113,190 15,645 128,835

町長等 3 23,700 10,524 34,224 6,905 41,129

その他 790 42,773 42,773 42,773

議　員 14 38,447 16,944 55,391 10,153 65,544

計 807 81,220 23,700 27,468 132,388 17,058 149,446

町長等 0 0 198 198 18 216

△15,805

議　員 △１ △2,615 △976 △3,591 △ 1,431 △ 5,022

14,504 84,661

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(214)

233

(213)

229

区　　分 管理職手当等 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

本年度 28,545 40,225 15,606 9,882 18,580

前年度 24,813 47,273 14,238 10,516 12,062

比　　　較 3,732 △ 7,048 1,368 △ 634 6,518

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 特殊勤務手当

7,438 △ 1,188 0

45

45

本年度 39,909 235,642 195,009 0

前年度 46,439 226,940 187,571 1,188

比　　　較 △ 6,530 8,702

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計

本年度 257,674 895,691 583,443 1,736,808 322,328 2,059,136

備　　考

本
年
度

前
年
度

比

較

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

計 △367 △18,420 0 △778 △19,198 △1,413 △20,611

その他 △366 △15,805 △15,805

前年度 237,015 858,551 571,085 1,666,651 307,824 1,974,475

比　　較 20,659 37,140 12,358 70,157
(1)

4

一般会計

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

　※ （　）内は、定年前再任用短時間勤務職員について外書きしている。

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

  ※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

　　間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

5,196

81,469 369,679 50,588

20,343

前年度 237,015 51,195
(211)

18

(1)

△ 3
比　　　較 20,659 △ 5,512

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 257,674 45,683 86,665 390,022 52,609 442,631
(212)

1,554,208

比　　較 42,652 7,162 49,814 12,483 62,297

前年度 807,356 489,616 1,296,972 257,236

備　　考

本年度 850,008 496,778 1,346,786 269,719 1,616,505
(2)

218

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

給　　料 職員手当 計

職員数
（人）

共　済　費 合　　計

区　　分 地域手当 通勤手当

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

超過勤務手当

比　　　較 △ 331 307 △ 63

本年度 2,741 986 195

前年度 3,072 679 258

期末手当

2,833

420,267

勤勉手当

44,930 37,813

42,097 35,363

2,450

2,021 22,364

4,988 △ 1,188 0

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

15

157,196 0 45

前年度 46,181 184,843 152,208 1,188 45

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 特殊勤務手当

14,238 10,516 11,383

比　　　較 3,732 △ 6,717 1,368 △ 634 6,211

扶養手当 住居手当 通勤手当

本年度 28,545 37,484 15,606 9,882 17,594

(2)

211

(0)

7

区　　分 管理職手当等 地域手当

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

前年度 24,813 44,201

本年度 39,714 190,712

比　　　較 △ 6,467 5,869

区　　分

一般会計
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（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定による増額 改定率

伴う増加分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(4,002円×170人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による増減 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

会計年度任用職員の

職員数の変動状況

会計年度任用職員の採用、

退職、会計間の異動等状況

Ｒ7.1.2～
　　Ｒ8.1.1

23 人 17 人

Ｒ8.1.2～

R8年1月1日 16 人

現在、在職
する職員数

（2） （2）

（2） （2）

14 人 6 人

（見込） （見込）

（見込） （見込）
Ｒ8.1.2～

採用等 退職等

15 人 16 人

R7年1月1日 15 人

増　　減 1 人

Ｒ8.1.2～
　　Ｒ7.1.1

16 人 15 人

210 人

（2）

204 人

（0）

6 人

採用等 退職等

R8年1月1日

R7年1月1日

増　　減

2 8,164 1.0 ％

3 2,962

（2）

現在、在職
する職員数

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 37,140 1 26,014 3.2 ％

一般会計
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（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定による増額 改定率

伴う増加分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(4,002円×170人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による増減 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

会計年度任用職員の

職員数の変動状況

会計年度任用職員の採用、

退職、会計間の異動等状況

Ｒ7.1.2～
　　Ｒ8.1.1

23 人 17 人

Ｒ8.1.2～

R8年1月1日 16 人

現在、在職
する職員数

（2） （2）

（2） （2）

14 人 6 人

（見込） （見込）

（見込） （見込）
Ｒ8.1.2～

採用等 退職等

15 人 16 人

R7年1月1日 15 人

増　　減 1 人

Ｒ8.1.2～
　　Ｒ7.1.1

16 人 15 人

210 人

（2）

204 人

（0）

6 人

採用等 退職等

R8年1月1日

R7年1月1日

増　　減

2 8,164 1.0 ％

3 2,962

（2）

現在、在職
する職員数

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

給 料 37,140 1 26,014 3.2 ％

一般会計

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 管理職手当

伴う増加分 変更による増減 地域手当

期末手当

勤勉手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外

増減分 異動等による増減 管理職手当等

地域手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

宿日直手当

会計年度任用職員

地域手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

△ 634

令和8年1月1日
現　　　　　　　在

令和7年1月1日
現　　　　　　　在

平均給料月額 317,689 円

平均給与月額 357,592 円

平　均　年　齢 43.09 歳

平均給料月額 329,062 円

平均給与月額 365,900 円

平　均　年　齢 44.02 歳

307

△ 63

2,833

2,450

区　　　　　　　　分 常勤職員

△ 1,890

△ 1,708

△ 1,188

△ 6,467

928

△ 331

1,504

3 △ 6,304

119

1,368

△ 7,163

5,972

2 3,618 327

1,787

通勤手当 5,283

△ 2,028

5,192

区　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職員手当 12,358 1 15,044 5,760

一般会計
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イ　初任給

ウ　級別職員数

　※ （　）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

本
年
度

前
年
度  号給数別内訳

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 76.1 ％

3号給 人

4号給

2級

3級

4級

5級

6級

計

職　　　務 課　　長 副 課 長

令和8年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級

17 8.10

（2） （100.00）

210 100.00

大学卒
12,000円
引き上げ

12,000円
引き上げ

高校卒
12,300円
引き上げ

12,300円
引き上げ

区　　　　分
全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

前年度 1級 5号給 188,000 円 1級 5号給 188,000 円

本年度 1級 5号給

155 人

8号給 人

1号給 1 人

2号給 人

 職員数 （Ａ） 205 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 156 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 70.5 ％

 号給数別内訳 3号給 人

4号給 147 人

1号給 人

2号給 1 人

 職員数 （Ａ） 210 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 148 人

4 級 3 級 2 級 1 級

区　　　分 全職員

主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

（0） （0）

9 4.29

（0） （0）

33 15.71

（0） （0）

26 12.38

（2） （100.00）

68 32.38

（0） （0）

（0） （0）

57 27.14
1級

200,300 円 1級 5号給 200,300 円

前年度 1級25号給 225,600 円 1級25号給 220,000 円

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 237,600 円 1級25号給 232,000 円

一般会計
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イ　初任給

ウ　級別職員数

　※ （　）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

本
年
度

前
年
度  号給数別内訳

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 76.1 ％

3号給 人

4号給

2級

3級

4級

5級

6級

計

職　　　務 課　　長 副 課 長

令和8年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級

17 8.10

（2） （100.00）

210 100.00

大学卒
12,000円
引き上げ

12,000円
引き上げ

高校卒
12,300円
引き上げ

12,300円
引き上げ

区　　　　分
全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

前年度 1級 5号給 188,000 円 1級 5号給 188,000 円

本年度 1級 5号給

155 人

8号給 人

1号給 1 人

2号給 人

 職員数 （Ａ） 205 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 156 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 70.5 ％

 号給数別内訳 3号給 人

4号給 147 人

1号給 人

2号給 1 人

 職員数 （Ａ） 210 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 148 人

4 級 3 級 2 級 1 級

区　　　分 全職員

主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

（0） （0）

9 4.29

（0） （0）

33 15.71

（0） （0）

26 12.38

（2） （100.00）

68 32.38

（0） （0）

（0） （0）

57 27.14
1級

200,300 円 1級 5号給 200,300 円

前年度 1級25号給 225,600 円 1級25号給 220,000 円

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 237,600 円 1級25号給 232,000 円

一般会計

オ　期末手当及び勤勉手当

　※ （　）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率である。

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

％

区　　　　　　　　　　分 全　　職　　員

給料総額に対する比率 （ ） 0.01 ％ 0.01 ％

支 給 率 4 ％

支 給 対 象 職 員 数 210

通　勤　手　当 同

支給対象職員の比率 （ ） 5.7 ％ 5.7

代表的な特殊勤務手当の名称 　感 染 症 防 疫 手 当

人

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

4 ％

国 24.586875 33.27075 47.709 47.709

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

宮代町 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼 玉 県 市 町 村
総 合 事 務 組 合

区　　分 支給率計 （月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 2.325 (1.225) 2.325 (1.225) 4.65 (2.45) 有

支給期別支給率

6月 （月分） 12月 （月分）

保健師、看護師

特殊勤務手当

給料

支給対象職員

全職員数

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

代表的な職種

前年度 2.30 (1.2) 2.30 (1.200) 4.60 (2.40) 有

国の制度 2.325 (1.225) 2.325 (1.225) 4.65 (2.45)

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

支 給 対 象 地 域 全　地　域

有

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）

一般会計
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新規設定分

81,166

一般財源

588,363

19,387

103,471

国　県
支出金

地方債 その他

3,317,900

170,000

80,000

250,000

1,372,500

1,532,600

412,800

事  業  名項款

全　　　体　　　計　　　画

10教育費 1 教育総務費
小 中 学 校
適 正 配 置 事 業

令和

８

9

10

計 4,855,538

405,575

583,642

94,397

1,083,614 204,024

1,967,462

2,299,713

継 続 費 に つ い て の 前 々 年 度 末 ま で の

の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

年
度

年割額

左 の 特 定 財 源
特    定    財    源
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新規設定分

81,166

一般財源

588,363

19,387

103,471

国　県
支出金

地方債 その他

3,317,900

170,000

80,000

250,000

1,372,500

1,532,600

412,800

事  業  名項款

全　　　体　　　計　　　画

10教育費 1 教育総務費
小 中 学 校
適 正 配 置 事 業

令和

８

9

10

計 4,855,538

405,575

583,642

94,397

1,083,614 204,024

1,967,462

2,299,713

継 続 費 に つ い て の 前 々 年 度 末 ま で の

の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

年
度

年割額

左 の 特 定 財 源
特    定    財    源

（単位：千円）

継続費の総額
に対する進歩
率（％）

翌年度以降
支出予定額

当該年度末
までの支出
予定額

当該年度
支出予定額

1,967,462

1,967,462

588,363 12.1

1,967,462 40.5

1,967,462 2,888,076 100.0

2,299,713 47.4

支 出 額 ､ 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額

並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書

前々年度末
までの支出額

前々年度末
までの支出
（見込）額
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（過年度に係る分）

町 内 循 環 バ ス 運 行 業 務
委 託 に 要 す る 経 費

庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ 照 明 庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ 照 明
賃 貸 借 契 約 賃 貸 借 に 要 す る 額

基 幹 系 シ ス テ ム 標 準 化 基幹系システム標準化に係る

に 係 る 機 器 賃 貸 借 契 約 機 器 賃 貸 借 に 要 す る 額

基 幹 系 シ ス テ ム 等
端 末 利 用 契 約

住 基 ネ ッ ト 機 器

賃 貸 借 に 要 す る 額

宮代町福祉交流センター
管 理 運 営 に 要 す る 額

学 童 保 育 所 学 童 保 育 所 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

町立みやしろ保育園ＬＥＤ 町立みやしろ保育園ＬＥＤ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

町 立 国 納 保 育 園 Ｌ Ｅ Ｄ 町 立 国 納 保 育 園 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

保 健 セ ン タ ー Ｌ Ｅ Ｄ 保 健 セ ン タ ー Ｌ Ｅ Ｄ

照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

公設宮代福祉医療センター 公設宮代福祉医療センター
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

農 業 近 代 化 資 金利 子 補助
（ 令 和 元 年 度 融 資 分 ）

農 業 近 代 化 資 金利 子 補助
（ 令 和 2 年 度 融 資 分 ）

令 和 ７ 年 度

令和６年度から
令和７年度まで

町 内 循 環 バ ス 運 行
業 務 委 託 契 約

令 和 ７ 年 度 3,543

同 上

住基ネット機器賃貸借契約

農 業 近 代 化 資 金利 子 補助
（ 平 成 28 年 度 融 資 分 ）

57

令和元年度から
令和７年度まで

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

融資機関が農業者に対し
融資した場合において、
「宮代町農業近代化資金
利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

令和３年度から
令和７年度まで

5,421

4,715

管 理 運 営 に 要 す る 額

145,200令 和 ７ 年 度

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額

74,613

令 和 ７ 年 度 63,972

事         項 限    度    額

か え で 児 童 ク ラ ブ
指 定 管 理 料

か え で 児 童 ク ラ ブ の
67,090

期        間

令和４年度から
令和７年度まで

金  額

32

629

同 上

宮 代 町 福 祉 交 流セ ン ター

令和４年度から
令和７年度まで

968

令和４年度から
令和７年度まで

637
令和５年度から
令和７年度まで

令和２年度から
令和７年度まで

0

平成２８年度から
令和７年度まで

30

業 務 委 託 契 約
15,000

指 定 管 理 料

マイナンバーカード交付等
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（過年度に係る分）

町 内 循 環 バ ス 運 行 業 務
委 託 に 要 す る 経 費

庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ 照 明 庁 舎 Ｌ Ｅ Ｄ 照 明
賃 貸 借 契 約 賃 貸 借 に 要 す る 額

基 幹 系 シ ス テ ム 標 準 化 基幹系システム標準化に係る

に 係 る 機 器 賃 貸 借 契 約 機 器 賃 貸 借 に 要 す る 額

基 幹 系 シ ス テ ム 等
端 末 利 用 契 約

住 基 ネ ッ ト 機 器

賃 貸 借 に 要 す る 額

宮代町福祉交流センター
管 理 運 営 に 要 す る 額

学 童 保 育 所 学 童 保 育 所 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

町立みやしろ保育園ＬＥＤ 町立みやしろ保育園ＬＥＤ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

町 立 国 納 保 育 園 Ｌ Ｅ Ｄ 町 立 国 納 保 育 園 Ｌ Ｅ Ｄ
照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

保 健 セ ン タ ー Ｌ Ｅ Ｄ 保 健 セ ン タ ー Ｌ Ｅ Ｄ

照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

公設宮代福祉医療センター 公設宮代福祉医療センター
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補助
（ 令 和 元 年 度 融 資 分 ）

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補助
（ 令 和 2 年 度 融 資 分 ）

令 和 ７ 年 度

令和６年度から
令和７年度まで

町 内 循 環 バ ス 運 行
業 務 委 託 契 約

令 和 ７ 年 度 3,543

同 上

住基ネット機器賃貸借契約

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補助
（ 平 成 28 年 度 融 資 分 ）

57

令和元年度から
令和７年度まで

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

融資機関が農業者に対し
融資した場合において、
「宮代町農業近代化資金
利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

令和３年度から
令和７年度まで

5,421

4,715

管 理 運 営 に 要 す る 額

145,200令 和 ７ 年 度

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額

74,613

令 和 ７ 年 度 63,972

事         項 限    度    額

か え で 児 童 ク ラ ブ
指 定 管 理 料

か え で 児 童 ク ラ ブ の
67,090

期        間

令和４年度から
令和７年度まで

金  額

32

629

同 上

宮 代 町 福 祉 交 流 セ ン ター

令和４年度から
令和７年度まで

968

令和４年度から
令和７年度まで

637
令和５年度から
令和７年度まで

令和２年度から
令和７年度まで

0

平成２８年度から
令和７年度まで

30

業 務 委 託 契 約
15,000

指 定 管 理 料

マイナンバーカード交付等

（単位：千円）

一般財源

令 和 ８ 年 度 か ら

令和１５年度まで

学童保育所保護者
負担金として収入
さ れ る 額

同 上

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１１年度まで

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１２年度まで

同 上 同 上

同 上

限 度 額
に 同 じ

同 上

同 上 同 上 同 上

金  額

同 上

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１１年度まで

限 度 額
に 同 じ

期        間

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１１年度まで

特    定    財    源

その他地方債

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１０年度まで

子ども・子育て
支援交付金交付
要綱に基づく額

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１３年度まで

国　県
支出金

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１３年度まで

同 上

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

限 度 額 か ら
左 記 特 定 財 源
を 控 除 し た 額

同 上令 和 ８ 年 度

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１４年度まで

同 上

同 上
令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１３年度まで

同 上 同 上

同 上同 上

同 上

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１２年度まで

限 度 額
に 同 じ

同 上

限 度 額
に 同 じ

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１４年度まで

同 上

同 上

同 上

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１２年度まで

74,613 74,613

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１２年度まで

15,000 15,000

限 度 額
に 同 じ
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（過年度に係る分）

農 業 近 代 化 資 金利 子 補助
（ 令 和 ３ 年 度 融 資 分 ）

農 業 近 代 化 資 金利 子 補助

（ 令 和 ４ 年 度 融 資 分 ）

農 業 近 代 化 資 金利 子 補助
（ 令 和 ５ 年 度 融 資 分 ）

農 業 近 代 化 資 金利 子 補助
（ 令 和 ６ 年 度 融 資 分 ）

「宮代町農地流動化奨励
補 助 金 交 付 要 綱 」 に
基 づ き 交 付 す る 額

新 し い 村 の 管 理

運 営 に 要 す る 額

は ら っ パ ー ク 宮 代 は ら っ パ ー ク 宮 代 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

小 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ 小 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ

照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

中 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ 中 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ

照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

宮 代 町 立 図 書 館 宮 代 町 立 図 書 館 の

指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

宮 代 町 総 合 運 動 公 園 の

管 理 運 営 に 要 す る 額

（令和８年度に係る分）

融資機関が農業者に対し
農 業近 代 化資 金利 子 補助 融資した場合において、
（ 令 和 ８ 年 度 融 資 分 ） 「宮代町農業近代化資金

利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

48,033

4,304
令和５年度から
令和７年度まで

同 上
令和６年度から
令和７年度まで

158

令和５年度から
令和７年度まで

103,062

平成２９年度から
令和７年度まで

152

令和５年度から
令和７年度まで

193,605

6,047
令和５年度から
令和７年度まで

令和４年度から
令和７年度まで

宮 代 町 総 合 運 動 公 園

指 定 管 理 料

令和４年度から
令和７年度まで

期        間

期        間 金  額
事         項

前年度末までの支出見込額

28

限    度    額

事         項 限    度    額

53

融資機関が農業者に対し
融資した場合において、
「宮代町農業近代化資金
利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

令和３年度から
令和７年度まで

15

金  額

前年度末までの支出見込額

農 地 流 動 化 奨 励 補 助
（ 平 成 ２ ９ 年 度認 定 分）

新 し い 村
指 定 管 理 料

同 上

同 上

令和５年度から
令和７年度まで
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（過年度に係る分）

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補助
（ 令 和 ３ 年 度 融 資 分 ）

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補助

（ 令 和 ４ 年 度 融 資 分 ）

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補助
（ 令 和 ５ 年 度 融 資 分 ）

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補助
（ 令 和 ６ 年 度 融 資 分 ）

「宮代町農地流動化奨励
補 助 金 交 付 要 綱 」 に
基 づ き 交 付 す る 額

新 し い 村 の 管 理

運 営 に 要 す る 額

は ら っ パ ー ク 宮 代 は ら っ パ ー ク 宮 代 の
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

小 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ 小 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ

照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

中 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ 中 学 校 Ｌ Ｅ Ｄ

照 明 賃 貸 借 契 約 照 明 賃 貸 借 に 要 す る 額

宮 代 町 立 図 書 館 宮 代 町 立 図 書 館 の

指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

宮 代 町 総 合 運 動 公 園 の

管 理 運 営 に 要 す る 額

（令和８年度に係る分）

融資機関が農業者に対し
農 業近 代 化資 金利 子 補助 融資した場合において、
（ 令 和 ８ 年 度 融 資 分 ） 「宮代町農業近代化資金

利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

48,033

4,304
令和５年度から
令和７年度まで

同 上
令和６年度から
令和７年度まで

158

令和５年度から
令和７年度まで

103,062

平成２９年度から
令和７年度まで

152

令和５年度から
令和７年度まで

193,605

6,047
令和５年度から
令和７年度まで

令和４年度から
令和７年度まで

宮 代 町 総 合 運 動 公 園

指 定 管 理 料

令和４年度から
令和７年度まで

期        間

期        間 金  額
事         項

前年度末までの支出見込額

28

限    度    額

事         項 限    度    額

53

融資機関が農業者に対し
融資した場合において、
「宮代町農業近代化資金
利子補給要綱」に基づき
利子補給することとなる額

令和３年度から
令和７年度まで

15

金  額

前年度末までの支出見込額

農 地 流 動 化 奨 励 補 助
（ 平 成 ２ ９ 年 度 認 定 分）

新 し い 村
指 定 管 理 料

同 上

同 上

令和５年度から
令和７年度まで

（単位：千円）

一般財源

令 和 ８ 年 度 か ら

令和１５年度まで

令 和 ８ 年 度 か ら

令和１５年度まで

（単位：千円）

一般財源

同 上

同 上

同 上

同 上

国　県
支出金

左   の   財   源   内   訳

地方債

同 上

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１２年度まで

同 上

同 上

同 上

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１６年度まで

同 上

令 和 ８ 年 度

同 上 同 上

同 上

同 上

同 上

同 上同 上

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１４年度まで

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ

令 和 ８ 年 度 か ら
返 済 の 年 度 ま で

期        間 金  額
国　県
支出金

左   の   財   源   内   訳

金  額

令 和 ８ 年 度 か ら
令和１３年度まで

当該年度以降の支出予定額

限 度 額
に 同 じ

期        間

同 上

特    定    財    源

その他

令 和 ８ 年 度
限 度 額
に 同 じ

特    定    財    源

地方債

同 上

当該年度以降の支出予定額

その他

同 上
令 和 ８ 年 度 か ら
令和１０年度まで

同 上

令 和 ８ 年 度

令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で
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前 々 年 度 末 前 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額

１ 普　　　通　　　債 3,023,545 3,726,320

（１） 総 務 債 569,557 553,131

（２） 民 生 債 465,562 434,436

（３） 衛 生 債 393,084 514,258

（４） 農 林 水 産 業 債 92,690 139,235

（５） 土 木 債 988,350 1,328,959

（６） 消 防 債 74,959 70,011

（７） 教 育 債 439,343 686,290

２ そ　　　の　　　他 4,299,676 3,820,888

（１） 減 税 補 て ん 債 6,352 1,038

（２） 減 収 補 て ん 債 22,643 18,975

（３） 臨 時 財 政 対 策 債 4,270,681 3,800,875

合　　　　　　計 7,323,221 7,547,208

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の

区　　　　　　分
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前 々 年 度 末 前 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額

１ 普　　　通　　　債 3,023,545 3,726,320

（１） 総 務 債 569,557 553,131

（２） 民 生 債 465,562 434,436

（３） 衛 生 債 393,084 514,258

（４） 農 林 水 産 業 債 92,690 139,235

（５） 土 木 債 988,350 1,328,959

（６） 消 防 債 74,959 70,011

（７） 教 育 債 439,343 686,290

２ そ　　　の　　　他 4,299,676 3,820,888

（１） 減 税 補 て ん 債 6,352 1,038

（２） 減 収 補 て ん 債 22,643 18,975

（３） 臨 時 財 政 対 策 債 4,270,681 3,800,875

合　　　　　　計 7,323,221 7,547,208

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の

区　　　　　　分

（単位：千円）

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み
当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 元 金
現 在 高 見 込 額

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額

3,114,500 433,771 6,407,049

14,700 104,573 463,258

70,400 52,655 452,181

204,900 48,515 670,643

106,700 11,084 234,851

565,000 125,462 1,768,497

0 4,960 65,051

2,152,800 86,522 2,752,568

0 458,108 3,362,780

0 1,038 0

0 3,670 15,305

0 453,400 3,347,475

3,114,500 891,879 9,769,829

現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

見 込 み に 関 す る 調 書
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（　附　　予　算　説　明　書　）

令　和　８　年　度

宮 代 町 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算





 
 

令和８年度宮代町国民健康保険特別会計予算 
 
 
 
 令和８年度宮代町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，３６６，７８８千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 
（一時借入金） 
第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 
２００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 
第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金 
額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 
 
  令和８年２月１８日提出 
 
                      宮代町長  新  井  康  之 
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宮代町国民健康保険特別会計予算に関する説明書 

令　和　８　年　度
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

計 0 △ 71 △ 71 △ 71

議　員比

較

町長等

その他 0 △ 71 △ 71 △ 71

計 11 427 427 427

議　員前
年
度

町長等

その他 11 427 427 427

計 11 356 356 356

議　員本
年
度

町長等

その他 11 356 356 356

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

3,158
(△1)

0

34,867

421 3,579

区　　分
職員数
（人）

(12)

5

比　　　較 202 828

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 4,837 18,112 9,864 32,813 5,633 38,446

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(11)

5

比　　　較 709 558

本年度 3,904 3,113

前年度 3,195 2,555

区　　分 期末手当 勤勉手当

前年度 360 908 78 144 496

比　　　較 120 △ 93 570 114 150

本年度 480 815 648

5,212

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 通勤手当 超過勤務手当

258 646

前年度 4,635 17,284 7,736 29,655

2,128
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

計 0 △ 71 △ 71 △ 71

議　員比

較

町長等

その他 0 △ 71 △ 71 △ 71

計 11 427 427 427

議　員前
年
度

町長等

その他 11 427 427 427

計 11 356 356 356

議　員本
年
度

町長等

その他 11 356 356 356

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

3,158
(△1)

0

34,867

421 3,579

区　　分
職員数
（人）

(12)

5

比　　　較 202 828

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 4,837 18,112 9,864 32,813 5,633 38,446

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(11)

5

比　　　較 709 558

本年度 3,904 3,113

前年度 3,195 2,555

区　　分 期末手当 勤勉手当

前年度 360 908 78 144 496

比　　　較 120 △ 93 570 114 150

本年度 480 815 648

5,212

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 通勤手当 超過勤務手当

258 646

前年度 4,635 17,284 7,736 29,655

2,128

国民健康保険特別会計

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

比　　　較 709 558

本年度 3,904 3,113

前年度 3,195 2,555

区　　分 期末手当 勤勉手当

前年度 360 908 78 144 496

比　　　較 120 △ 93 570 114 150

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 通勤手当 超過勤務手当

本年度 480 815 648 258 646

職員数
（人）

比　　較 0 828 2,128 2,956 421 3,377

5,633 33,609

共　済　費 合　　計 備　　考

前年度 5 17,284 7,736 25,020 5,212 30,232

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

給　　料 職員手当 計

本年度 5 18,112 9,864 27,976

区　　分
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イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(3,725円×4人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による増減 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

前年度 4,635
(12)

0 0 202 0

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 4,837 0 0 4,837 0
(11)

0
4,837

採用等 退職等

0 人 0 人
（見込） （見込）

R7.1.2～
　　Ｒ8.1.1

4 人 4 人

Ｒ8.1.2～

3 168

R8年1月1日 5 人

R7年1月1日 5 人

増　　減 0 人

現在、在職
する職員数

給 料 828 1 481 3.5 ％

2 179 1.2 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

0

(△1)

0

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

0 0 4,635 0 4,635

比　　　較 202 202

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計
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イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(3,725円×4人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による増減 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

前年度 4,635
(12)

0 0 202 0

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 4,837 0 0 4,837 0
(11)

0
4,837

採用等 退職等

0 人 0 人
（見込） （見込）

R7.1.2～
　　Ｒ8.1.1

4 人 4 人

Ｒ8.1.2～

3 168

R8年1月1日 5 人

R7年1月1日 5 人

増　　減 0 人

現在、在職
する職員数

給 料 828 1 481 3.5 ％

2 179 1.2 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

0

(△1)

0

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

0 0 4,635 0 4,635

比　　　較 202 202

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

国民健康保険特別会計

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 管理職手当

伴う増減分 変更による増減 地域手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外

増減分 異動等による増減 地域手当

扶養手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　初任給

424

570

48

大学卒

高校卒
12,300円
引き上げ

12,300円
引き上げ前年度 1級 5号給 188,000 円

120

1級 5号給 188,000 円

本年度 1級 5号給 200,300 円 1級 5号給 200,300 円

前年度 1級25号給 225,600 円 1級25号給 220,000 円

12,000円
引き上げ

区　　　　分 宮　　代　　町

令和7年1月1日
現　　　　　　　在

国

本年度 1級25号給 237,600 円 1級25号給 232,000 円 12,000円
引き上げ

平均給料月額 298,180 円

平均給与月額 326,565 円

平　均　年　齢 52.02 歳

区　　　　　　　　分 常勤職員

平均給料月額 301,700 円
令和8年1月1日
現　　　　　　　在

平均給与月額 333,480 円

平　均　年　齢 43.00 歳

150

545

33

3 1,819

66

64

2 81 8

40

△ 165

124

101

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職 員 手 当 2,128 1 228
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ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

令和8年1月1日

現　　　　　　　在

本
年
度

前
年
度

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 1 20.00

5級 0 0.00

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 40.0 ％

 職員数 （Ａ） 5 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 2 人

2号給

 号給数別内訳
4号給 2 人

6号給

8号給

6号給

8号給

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 80.0 ％

 号給数別内訳

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 4 人

2号給 人

4号給 4 人

 職員数 （Ａ） 5 人

区　　　分 合　　計

6級 0 0.00

計 5 100.00

2級 1 20.00

3級 1 20.00

全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 2 40.00
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ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

令和8年1月1日

現　　　　　　　在

本
年
度

前
年
度

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 1 20.00

5級 0 0.00

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 40.0 ％

 職員数 （Ａ） 5 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 2 人

2号給

 号給数別内訳
4号給 2 人

6号給

8号給

6号給

8号給

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 80.0 ％

 号給数別内訳

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 4 人

2号給 人

4号給 4 人

 職員数 （Ａ） 5 人

区　　　分 合　　計

6級 0 0.00

計 5 100.00

2級 1 20.00

3級 1 20.00

全職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 2 40.00

国民健康保険特別会計

オ　期末手当及び勤勉手当

　※ （　）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給率である。

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼 玉 県 市 町 村
総 合 事 務 組 合

有

(1.225)

支 給 対 象 職 員 数 5 人

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

4 ％

24.586875 33.27075

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支 給 率 4 ％

宮代町 24.586875 33.27075

国の制度 2.325 2.325 (1.225) 4.65 (2.45) 有

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 2.325 (1.225) 2.325 (1.225) 4.65 (2.45) 有

支給期別支給率

6月 （月分） 12月 （月分）

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分 支給率計 （月分）

前年度 2.30 (1.2) 2.30 (1.200) 4.60 (2.40)

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

国
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（　附　　予　算　説　明　書　）

令　和　８　年　度

宮 代 町 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算





 

令 和 ８ 年 度 宮 代 町 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 
 
 
 
令和８年度宮代町の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４８０，５３１千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 
（一時借入金） 
第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時 
借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 
第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用 
 
  令和８年２月１８日提出 
 
                      宮代町長  新  井  康  之 
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

計 0 △ 360 △ 360 △ 360

議　員比

較

町長等

その他 0 △ 360 △ 360 △ 360

計 41 5,352 5,352 5,352

議　員前
年
度

町長等

その他 41 5,352 5,352 5,352

計 41 4,992 4,992 4,992

議　員本
年
度

町長等

その他 41 4,992 4,992 4,992

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

98,378

比　　　較 1,085 △ 921 △ 220 △ 56 △ 147 △ 203

前年度 14,813 42,754 26,199 83,766

区　　分
職員数
（人）

(14)

11

共　済　費

14,612

合　　計 備　　考

本年度 15,898 41,833 25,979 83,710 14,465 98,175

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(15)

11

前年度 1,559 10,625 8,691

比　　　較 900 △ 128 5

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 2,459 10,497 8,696

△ 565 △ 528 96 240

(1)

0

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

本年度 480 1,772 744 612 719

前年度 720 2,337 1,272 516 479

比　　　較 △ 240
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

　 間に比し短いものについて外書きしている。

（単位　千円）

899 17,124

比　　　較 1,085 0 448 1,533 247 1,780

前年度 14,813 0

共　済　費 合　　計 備　　考

区　　分
職員数
（人）

共　済　費 合　　計 備　　考

本年度 15,898 0 1,860 17,758 1,146 18,904

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

比　　　較 243 205

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

本年度 1,010 850

前年度 767 645

(1)

0

　※ （　）内は、会計年度任用職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員の一週間当たりの通常の勤務時

区　　分 期末手当 勤勉手当

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(15)

0

(14)

0
1,412 16,225

前年度 1,559 9,858 8,046

比　　　較 900 △ 371 △ 200

区　　分 超過勤務手当 期末手当 勤勉手当

本年度 2,459 9,487 7,846

比　　　較 △ 240 △ 565 △ 528 96 240

本年度 480 1,772 744 612 719

前年度 720 2,337 1,272 516 479

比　　　較 0 △ 921 △ 668 △ 1,589 △ 394 △ 1,983

区　　分 管理職手当 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

13,319 79,271

前年度 11 42,754 24,787 67,541 13,713 81,254

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

給　　料 職員手当 計

本年度 11 41,833 24,119 65,952

区　　分
職員数
（人）
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（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(3,509円×11人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外の

増減分 異動等による増減 職員数の変動状況

会計年度任用職員以外の

採用、退職、会計間の異動

等状況

（見込） （見込）
Ｒ8.1.2～

増　　減 0 人

採用等 退職等

0 人 0 人

R7.1.2～
　　Ｒ8.1.1

5 人 5 人

3 △ 2,760

R8年1月1日 11 人

R7年1月1日 11 人

現在、在職
する職員数

給 料 △ 921 1 1,375 3.4 ％

2 464 1.1 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考
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（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 管理職手当

伴う増減分 変更による増減 地域手当

期末手当

勤勉手当

通勤手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の 会計年度任用職員以外

増減分 異動等による増減 管理職手当

地域手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

期末手当

勤勉手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

令和7年1月1日
現　　　　　　　在

平均給料月額 320,727 円

平均給与月額 360,358 円

平　均　年　齢 44.08 歳

区　　　　　　　　分 常勤職員

平均給料月額 314,282 円

平均給与月額 343,414 円
令和8年1月1日
現　　　　　　　在

平　均　年　齢 40.09 歳

144

900

243

△ 783

△ 560

205

86

3 △ 863

96

△ 360

△ 220

△ 528

2 207 19

102

96

△ 364

310

274

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職 員 手当 △ 220 1 436 120
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イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

高校卒
12,300円
引き上げ

12,300円
引き上げ

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

令和8年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 1 9.09

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 90.9 ％

前
年
度

 職員数 （Ａ） 11 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 10 人

2号給 人

 号給数別内訳
4号給 10 人

6号給 人

8号給 人

人

6号給 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 100.0 ％

 号給数別内訳

 職員数 （Ａ） 11 人

区　　　分 合　　計

本
年
度

6級 0 0.00

計 11 100.00

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 11 人

2号給 人

4号給 11

5級 0 0.00

2級 5 45.46

3級 2 18.18

常勤職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 3 27.27

前年度 1級 5号給 188,000 円 1級 5号給 188,000 円

本年度 1級 5号給 200,300 円 1級 5号給 200,300 円

大学卒
12,000円
引き上げ前年度 1級25号給 225,600 円 1級25号給 220,000 円

12,000円
引き上げ

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 237,600 円 1級25号給 232,000 円

介護保険特別会計−　336　−



イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

高校卒
12,300円
引き上げ

12,300円
引き上げ

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

令和8年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 1 9.09

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 90.9 ％

前
年
度

 職員数 （Ａ） 11 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 10 人

2号給 人

 号給数別内訳
4号給 10 人

6号給 人

8号給 人

人

6号給 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 100.0 ％

 号給数別内訳

 職員数 （Ａ） 11 人

区　　　分 合　　計

本
年
度

6級 0 0.00

計 11 100.00

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 11 人

2号給 人

4号給 11

5級 0 0.00

2級 5 45.46

3級 2 18.18

常勤職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 3 27.27

前年度 1級 5号給 188,000 円 1級 5号給 188,000 円

本年度 1級 5号給 200,300 円 1級 5号給 200,300 円

大学卒
12,000円
引き上げ前年度 1級25号給 225,600 円 1級25号給 220,000 円

12,000円
引き上げ

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 237,600 円 1級25号給 232,000 円

介護保険特別会計

オ　期末手当及び勤勉手当

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支 給 率 4 ％

支 給 対 象 職 員 数 11 人

有

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

宮代町 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼 玉 県 市 町 村
総 合 事 務 組 合

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 2.325 2.325 4.65 有

前年度 2.30 2.30 4.60 有

支給期別支給率

6月 （月分） 12月 （月分）

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分 支給率計 （月分）

国の制度 2.325 2.325 4.65

国 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

4 ％
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（過年度に係る分）

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

事         項
期        間 金  額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

限    度    額

令 和 ７ 年 度

前年度末までの支出見込額

62,075
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（過年度に係る分）

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

事         項
期        間 金  額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

限    度    額

令 和 ７ 年 度

前年度末までの支出見込額

62,075

（単位：千円）

一般財源

令 和 ８ 年 度 か ら 地域支援事業交付金 限度額から国県支

令 和 ９ 年 度 ま で 交付要綱に基づく額 出金を控除した額

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

左   の   財   源   内   訳
特    定    財    源

地方債期        間 金  額

当該年度以降の支出予定額

国　県
支出金

その他

限 度 額
に 同 じ
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令　和　８　年　度

宮 代 町 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算

（　附　　予　算　説　明　書　）





 

令和８年度宮代町後期高齢者医療特別会計予算 
 
 
 
 令和８年度宮代町の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８３０，０７２千円と定める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 
 
  令和８年２月１８日提出 
 
                      宮代町長  新  井  康  之 
 

−　341　−
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宮代町後期高齢者医療特別会計予算に関する説明書 

令　和　８　年　度
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給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

共　済　費 合　　計 備　　考

3,999 23,629

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳
本年度 2,374

前年度 2,276

区　　分 勤勉手当

比　　　較 98

比　　　較 △ 105 36 96 123 119

本年度 533 312 144 683 2,889

前年度 638 276 48 560 2,770

0 0 492 367 859 △ 19 840

区　　分 地域手当 扶養手当 通勤手当 超過勤務手当 期末手当

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本年度 3 0 12,695 6,935 19,630

区　　分
職員数
（人）

前年度 3 0 12,203 6,568 18,771 4,018 22,789

比　　　較
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（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に 給料表改定に伴う増額 改定率

伴う増減分

昇給に伴う 平均昇給額×現に在職 平均昇給率

増加分 する職員数×12月

(4,450円×2人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の 職員数の変動状況

増減分 異動等による増減

採用、退職、会計間の異動

等状況

現在、在職
する職員数

R7.1.2～
　　Ｒ8.1.1

0 人 0 人

採用等 退職等

0 人 0 人
（見込） （見込）

Ｒ8.1.2～

3 12

R8年1月1日 3 人

R7年1月1日 3 人

増　　減 0 人

給 料 492 1 373 3.0 ％

2 107 0.8 ％

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考
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（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に 給与改定による手当額の 地域手当

伴う増減分 変更による増減 期末手当

勤勉手当

通勤手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の 地域手当

増減分 異動等による増額 扶養手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　初任給

高校卒
12,300円
引き上げ

12,300円
引き上げ前年度 1級 5号給 188,000 円 1級 5号給 188,000 円

本年度 1級 5号給 200,300 円 1級 5号給 200,300 円

令和7年1月1日
現　　　　　　　在

大学卒
12,000円
引き上げ前年度 1級25号給 225,600 円 1級25号給 220,000 円

12,000円
引き上げ

区　　　　分 宮　　代　　町 国

本年度 1級25号給 237,600 円 1級25号給 232,000 円

平均給料月額 337,067 円

平均給与月額 364,357 円

平　均　年　齢 51.00 歳

3

区　　　　　　　　分 常勤職員

平均給料月額 350,400 円

平均給与月額 377,020 円
令和8年1月1日
現　　　　　　　在

平　均　年　齢 52.00 歳

3 178 5

36

123

11

75

2 49 5

24

20

96

区　　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

職 員 手当 367 140 △ 115

84
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ウ　級別職員数

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

区　　　　分

職　　　務 課　　長 副 課 長 主　　幹 主　　査 主　　任 主　　事

令和8年1月1日

現　　　　　　　在

級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

4級 0 0.00

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 66.7 ％

前
年
度

 職員数 （Ａ） 3 人

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 2 人

2号給 人

 号給数別内訳
4号給 2 人

6号給 人

8号給 人

人

6号給 人

8号給 人

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 66.7 ％

 号給数別内訳

 職員数 （Ａ） 3 人

区　　　分 合　　計

本
年
度

6級 0 0.00

計 3 100.00

 昇給に係る職員数 （Ｂ） 2 人

2号給 人

4号給 2

5級 0 0.00

2級 2 66.67

3級 1 33.33

常勤職員

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 0 0.00
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オ　期末手当及び勤勉手当

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支 給 率 4 ％

支 給 対 象 職 員 数 3 人

有

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

宮代町 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼 玉 県 市 町 村
総 合 事 務 組 合

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

本年度 2.325 2.325 4.65 有

前年度 2.30 2.30 4.60 有

支給期別支給率

6月 （月分） 12月 （月分）

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

区　　分 支給率計 （月分）

国の制度 2.325 2.325 4.65

国 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

4 ％
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